
朝日環境センター施設整備基本計画（案） -概要版- 

 

 

第 1 章 基本計画策定の背景・目的 
朝日環境センター施設整備基本計画は、令和 6 年 3 月に策定した基本構想に基づき、本市の状況や立地条

件、法規制、最新技術の動向などを十分に整理し、新朝日環境センター焼却棟の整備に向けて、処理方式、施設
規模、環境保全計画、施設配置計画などを具体的に定める。 

 

第 2 章 現況の整理 
1. 川口市のごみ処理状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

第 3 章 基本的条件の整理 
1. 敷地及び周辺条件 

 

都市計画情報 
用途地域 工業地域 
建ぺい率 60%（角地緩和適用で 70%） 
容積率 200% 

高さ制限 31m 以下（景観計画） 
 
  
第 4 章 施設整備基本計画 
1. 計画ごみ量と施設規模及び計画ごみ質 

① 新朝日環境センター焼却棟には粗大ごみ受入れスペースと可燃性粗大ごみ破砕設備を整備する。 
② 施設規模：229t/日（災害廃棄物分 10%を考慮） 

2. 処理方式 
炉形式については、「焼却方式（ストーカ方式）」「ガス化溶融方式（シャフト式）」「ガス化溶融方式（流動床

式）」の 3 方式が導入可能である。 

3. 環境保全計画 
関係法令に定める規制値を遵守するだけでなく、公害防止協定に定める厳しい公害防止基準値を遵守する。 

4. 焼却残さの処理方針 

「焼却方式（+焼却灰資源化）」 「ガス化溶融方式」 
  

5. 余熱利用計画 

新朝日環境センター焼却棟における余熱の利用形態については、ごみ処理経費の削減に向け、発電利用を第一
とする。また、新朝日環境センター焼却棟の余熱利用方針については、周辺住民の意見を聴取し、施設整備基本
設計に反映する。 

6. 環境啓発計画 
 

ごみピットの見える化 ごみの排出量を実際に目で見て確認できる機会を提供。 
焼却処理工程の見える化 焼却処理工程を通じたエネルギー回収技術の過程を見学。 
正しい分別方法の見える化 ごみピット火災防止に向けた安全なごみ処理の促進。 

7. 施設整備計画 

(1) 配置及び動線計画 

煙突のみ残置した場合 全解体した場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2) 災害計画 

機能と役割 イメージ図 
新朝日環境センター焼却棟は十分な耐震性と耐水

性を有するとともに、非常用発電機で再稼働し、自
立運転できるように計画する。 

また、一時避難に必要な電源（100V コンセン
ト）や熱源（浴室等）をリサイクルプラザ棟におい
て利用できるように計画する。 

 

ごみ処理の状況（一般ごみ等） 

朝日環境センター焼却棟 戸塚環境センター西棟 

  一般ごみ 
  リサイクル残さ 

  一般ごみ 
  破砕可燃物 
  焼却対象ごみ 
  リサイクル残さ 

朝日環境センターの概要 
敷地面積 31,025.27m2 
竣  工 平成 14 年（2002 年）11 月 
施設規模 420t/24h（140t/24h×3 炉） 
処理方式 流動床式ガス化溶融炉 

余熱利用設備 発電：12,000kW×1 基 
給湯：棟内、サンアール朝日（プール、浴室） 

工事範囲（朝日環境センター敷地内） 搬入車両 
退出車両 

搬入車両 
退出車両 

朝日環境センター焼却棟 

リサイクルプラザ棟 

焼却棟 リサイクルプラザ棟 大規模災害時 

 

朝日環境センター 

戸塚環境センター 

焼却棟 

リサイクルプラザ棟 

南ストックヤード 

西棟 

粗大ごみ処理施設 

旧東棟（解体中） 

川口市 

朝日環境センター 
炉形式：ストーカ式焼却炉（+焼却灰資源化） 

 

 

 

 

 

一般ごみ等 

一般ごみ等 

主灰 

飛灰 

焼却残さ金属 

 

 

 

主灰 

飛灰 

焼却残さ金属 

資源化 

埋立処分 
埋立処分 

資源化 

埋立処分 
埋立処分 

朝日環境センター 
炉形式：シャフト式ガス化溶融炉、流動床式ガス化溶融炉 

 

 

 

 

 

一般ごみ等 

一般ごみ等 

主灰 

飛灰 

焼却残さ金属 

 

 

 

溶融飛灰 

溶融スラグ 

ｱﾙﾐ・鉄又はﾒﾀﾙ 

埋立処分 

売却 

売却 

埋立処分 

埋立処分 

戸塚環境センター 
炉形式：ストーカ式焼却炉 

戸塚環境センター 
炉形式：ストーカ式焼却炉 

川口市の一般廃棄物処理施設 
（焼却棟） 

※新焼却施設及び新粗大ごみ処理 
施設の整備工事を実施中。 

資料２ 
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(3) 土木計画 

① 雨水流出抑制施設 

埼玉県条例 V（必要容量） = 32m×47m×2m = 3,008m3 

② 構内道路計画 

道路幅員 7.0m（構内道路、スロープは 2 車線以上とする。） 
設計速度 20km/h 
最大勾配 最大 10% 

③ 緑化計画 

工場立地法 一定規模以上の工場敷地利用を行う場合は、工場立地法の準則を適用する。 

(4) プラント機械設備計画 

計量機 各ごみ処理施設の計量システムと一元管理が可能となるように計画する。 
ごみピット 貯留日数は 9 日分以上（容量は 10,305m3 以上） 
ごみピット 
火災対策 

早期発見・初期消火（初動対応）を重視して計画する。 
設備面（ハード面）、運営面（ソフト面）の両面から計画する。 

炉数 2 炉 

煙突の構成 独立型 
一体型の場合、建屋の構造体で煙突を支持する必要があり、高さが増すにつ
れ、技術的な難易度だけでなく費用も大幅に増加する。 

(5) プラント電気・計装設備計画 

受電計画 66,000V（特別高圧電力） 
受電方式 2 回線受電 

8. 解体計画 

(1) 解体対象施設（全解体した場合）      （2）既存遮水壁範囲 

                             

 

 

 

 

 
 
 
 
 

(3) 有害物質への対応方針 

① 土壌汚染対策法に基づく調査 

土壌汚染のおそれが比較的多い土地（場所） 100m2 に 1 箇所、対象物質ごとに土壌試料採取 1 地点、土壌分析 
土壌汚染のおそれが少ない土地（場所） 900m2 に 1 箇所、土壌試料採取 5 地点混合、土壌分析 

② 土壌汚染対策法に基づく対策工事及び留意点 

土壌溶出量基準及び土壌含有量基準を超過した場合、要措置区域又は形質変更時要届出区域となり、要措置区
域に指定された場合は、ガイドラインに示される方法によって土壌汚染の拡散対策が必要となる。土壌汚染の拡
散対策としては遮水壁設置や不溶化処理等による封じ込め対策や掘削除去等の建設工事とは別の工事が必要とな
るため、事前に土壌汚染の状況調査を実施することが、工程計画や事業費を算出する上で有効である。 

第 5 章 事業方式の検討 
（1）公共施設の整備における民間活力の活用 

公民が連携した公共サービスの提供手法をＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連
携）という。公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫
等を活用し、財政資金の効率的な使用や行政の効率化等を図ることを目的としている。ＰＰＰには多種多様な
事業方式があり、ごみ処理施設整備の事業方式として代表的な方法の一つがＰＦＩ（プライベイト・ファイナ
ンス・イニシアティブ）である。 

（2）ＰＦＩ等導入可能性調査 

定性的評価では、「安全で安定した適正処理を行う施設の実現」「災害・緊急時等の不測の事態への対応」の観
点では DB 方式が優れるが、管理や運営の方法の工夫で優劣は生じない。むしろ、「競争性の確保」「財政支出の
平準化」「維持管理費の変動抑制」「施設の⾧寿命化」の観点を重視し、DBO 方式や BTO 方式の選択が適切と評
価した。費用に関する定量的評価においても、DBO 方式の評価が高く、次いで BTO 方式が高い評価であった。
このため、DBO 方式の採用が最も望ましい。ただし、財政平準化を重視する場合は BTO 方式も有効である。 

  
第 6 章 焼却棟の整備スケジュール（案） 
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ごみ処理施設整備の一般的な事業 

事業方式 概要 

公設公営 ＤＢ方式 
公共が資金調達し、設計・建設を民間事業者に一括発注。運営は公共が行う。 
※Ｄ：Design（設計）、Ｂ：Build（建設）の略。 

公設民営 
ＤＢＯ方式 

ＤＢ＋Ｏ方式 
公共が資金調達し、設計・建設に民間事業者に一括発注。運営は民間に⾧期包括委託。 
※Ｄ：Design（設計）、Ｂ：Build（建設）、Ｏ：Operate（維持管理・運営）の略。 

民設民営 
（ＰＦＩ） 

ＢＴＯ方式 
ＢＯＴ方式 
ＢＯＯ方式 

民間事業者が資金調達し、設計・建設・運営を行う。 
※Ｂ：Build（建設）、Ｔ：Transfer（移転）、Ｏ：Operate（維持管理・運営）の略。 

※ＢＯＯ方式は、Ｂ：Build（建設）、Own（所有）、Ｏ：Operate（維持管理・運営）の略。 

朝日環境センター焼却棟 

東側ランプウェイ 

渡り廊下 

朝日環境センター 
（焼却棟及び資源化施設） 計量棟（既存） 

西側ランプウェイ 
：解体範囲 ：遮水壁範囲 

建設工事 稼働 

稼働 

現施設稼働（～R11） 

基本設計 

環境影響評価 
事業者選定 実施設計・解体工事・建設工事 

現施設稼働（びん・飲料かん・ペットボトル） 

現施設稼働（～R11） 

あり方の見直し 

解体工事・建設工事 稼働・積替保管（プラスチック使用製品廃棄物・紙類（段ボール以外）） 

積替保管（金属類・段ボール・繊維類） 保管所の移設 

戸塚環境センター 
施設整備工事 

朝日環境センター 
焼却棟施設整備工事 

リサイクルプラザ棟 
（資源化施設） 

 

サンアール朝日 
（余熱利用施設） 
 

事業者選定 南ストックヤード整備事業 
（新資源化施設） 

 

鳩ヶ谷衛生センター 

年度 

項目 
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